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２ 原子力センターの災害対応 

 

原子力センターの主たる業務は，県・女川町・石巻市と東北電力株式会社との間で締結

した「女川原子力発電所周辺の安全確保に関する協定」に基づき女川発電所周辺地域の環

境放射線・放射能を監視測定することにより地域住民の健康を守るとともに生活環境の保

全を図ることであるが，東日本大震災により主要な施設に甚大な被害を受けたことから，

女川発電所周辺地域の監視測定体制の復旧を図った。 

また，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故による放射能の影響が本県にも及ん

でいることから，これらへの対応を行った。 

 

【主要施設の被災状況】 

施      設      名 被 災 状 況 

原子力センター 

環境放射線監視システム 全壊 

放射能測定器(ゲルマニウム

(Ge)半導体検

出器等) 

全壊 

移動観測車 全壊 

モニタリングステーション

(環境放射線測定局) 

３局(女川局，小屋取局， 

寄磯局) 
ほとんど被害なし 

４局(飯子浜局，鮫浦局，谷川

局，小積局) 
全壊 

モ ニ タ リ ン グ ポ イ ン ト 

(積算線量測定地点) 

５地点(泊ＭＰ，大原浜ＭＰ，

女川局，小屋取局， 

寄磯局) 

被害なし 

14 地点(その他) 全壊 

 

【原子力センターの被災状況】 

  

震災前の原子力センター 
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被災後の原子力センター(H23.３.14 撮影) 

 

【モニタリングステーションの被災状況】 

 

※出典：国土地理院 web サイト（http://mapps.gsi.go.jp/maplibSearch.do#1） 

※地図・空中写真閲覧サービスを加工（トリミング）して作成 

          

全壊した鮫浦局(H23.４.7撮影)         流失した谷川局(H23.４.7 撮影) 

－ 85 －



 

【モニタリングポイントの被災状況】 

 

※出典：国土地理院 web サイト（http://mapps.gsi.go.jp/maplibSearch.do#1） 

※地図・空中写真閲覧サービスを加工（トリミング）して作成 

 
被害がなかった泊浜ＭＰ(H23.９.13 撮影)   全壊した大石原ＭＰ(H23.９.13 撮影) 

 

（１）女川原子力発電所周辺地域の環境放射線・放射能監視測定体制の復旧 

① 環境放射線監視体制の復旧 

ア 環境放射線監視システム 

モニタリングステーションで測定した環境放射線等についてデータを収集・解

析等を行うためのサーバー等は，原子力センター内に設置していたが，同センタ

ーが津波で全壊したことからこれらの機器も全壊した。 

モニタリングステーションからのデータを収集するための専用回線も全て不
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通となった。 

しかしながら，平成 20 年度及び 21 年度の２か年で同システムの災害対策を実

施しており，その結果，早期に環境放射線監視体制を復旧することができた。 

この対策は，万が一，原子力センターが監視機能を失った場合に，宮城県庁内

に設置したバックアップ用のサーバーにより測定データの収集・解析及びインタ

ーネット公開を可能としたものである。 

バックアップ用サーバーに被害はなく，また，災害対応用に整備した衛星回線

も問題なかったことから，商用電源が復旧した段階で，残存した３局のモニタリ

ングステーションにおける測定データを衛星回線を通じバックアップサーバーで

収集し，平成 23年４月 18 日からインターネット上で公開することができた。 

 

環境放射線監視システムイメージ図 

 

 

イ モニタリングステーション(環境放射線測定局) 

７局中３局は，ほとんど被害がなかったことから，設置している測定機器類の点検・

調整を行い，商用電源の復旧に合わせ環境放射線の測定を再開した。 

（H23.４.18 女川局復旧，H23.４.26 寄磯局復旧，H23.５.11 小屋取局復旧） 

 

ウ モニタリングポイント(積算線量測定地点) 

19地点中14地点が全壊したことから，津波の被害を受けない設置地点を検討し，平成

24年３月から積算線量計を学校及び仮設住宅等に設置し，計15地点で測定を再開した。 

(H24.３～TLD14地点，H24.４～RPLD14地点(TLDと同地点)，H24.６RPLD１地点追加) 

 

エ 移動観測車による測定 

移動観測車が全壊したことから，平成 24年３月に移動観測車を新たに整備し，平成24

年度から四半期毎に実施する牡鹿半島の環境放射線の測定を再開した。 
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② 環境放射能測定体制の復旧 

ア 放射能測定機器 

原子力センター内に設置していた放射能測定器(ゲルマニウム(Ge)半導体検出器)が全

壊したことから，新たに Ge 半導体検出器１台を旧消防学校内に整備し，平成 24 年１月

から環境試料の測定を再開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧消防学校内に整備したGe半導体検出器 

 

イ 環境試料採取 

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」及び「環境放射能測定実施

計画」により採取する試料及び採取時期等を定めているが，東日本大震災の影響により

農作物及び海洋試料など，採取の困難な試料があったことから，実施計画を変更して試

料の採取を行った。 

 

ウ 採取試料の前処理 

旧消防学校では施設の関係から試料の前処理がほとんどできないため，乾燥及び灰化

処理等は，業者に委託して実施している。 

 

（２）福島第一原子力発電所事故対応 

① 環境放射線測定 

福島第一原子力発電所による本県への影響を把握するため，平成 23 年３月 28

日から宮城県庁屋上に可搬型モニタリングポストを設置して放射線の連続測定

を行うとともに，平成 23年６月 13 日から県庁前で１日に１回サーベイメータで

放射線測定を行い，その結果をホームページ上で公表した。 

 

 

－ 88 －



 

 

 

                                              

 

 

 

県庁屋上に設置した 

可搬型モニタリングポスト 

 

また，県南３地区（白石市，山元町，丸森町）の環境放射線を連続して測定す

るため，平成 24 年２月 27 日（山元町は同年４月２日），可搬型モニタリングポ

ストを設置し，測定を実施している。 

 

② 放射能測定 

福島第一原子力発電所事故による本県への影響を把握するため，各種試料中の

放射能濃度を測定する必要があることから，食と暮らしの安全推進課が Ge 半導

体検出器１台を平成 24 年１月に旧消防学校に配備した。 

当センターは，専門的知識を生かし，当該 Ge 半導体検出器の管理及び測定結

果の確認等の技術的な支援を行った。 

 

③ 福島第一原子力発電所事故に対する相談窓口 

福島第一原子力発電所事故に対する県民の不安を払拭するため，原子力安全対

策課と連携して平成 23 年３月 16 日に「福島第一原子力発電所事故に対する相談

窓口」を宮城県庁内に設置し，同発電所事故に関する情報提供及び放射線に関す

る正しい知識の普及啓発を行った（当センター職員は，平成 23 年 11 月 30 日ま

で対応）。 

 

＜参考＞【相談内容（平成 23 年３月 16 日～11 月 30 日）原子力センター把握分】  

累    計 内           訳※ 

6,788 件 

    県内 6,259 件 

    県外   529 件 

避難について 115 件 

被ばく・除染・安全性について 4,123 件 

測定結果について 1,818 件 

その他 1,406 件 

※ 重複があるため累計と内訳件数の合計は合致しない。 

 

（３）新原子力センターの再建 

原子力センターが全壊したため，平成 23年３月 12日から仮事務所を宮城県庁 13階に

設置し，全壊した原子力センター等の残務処理を行うとともに，新・原子力センターの再

建に向けて関係機関等との調整を開始した。 
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（４）課題 

① 監視施設の分散化 

今回の震災では，環境放射線・放射能の監視施設である原子力センターが被災

し，福島第一原子力発電所事故への対応が全くできなかった。 

今後，このようなことのないよう，監視施設を２か所に分散し，万が一，一方

の施設が使用できなくなっても，もう一方の施設で対応できるような体制が必要

と考えられる。 

 

② 測定機器類の多重化 

放射線・放射能の測定機器についても同様に，必要最小限の機器を原子力セン

ター以外の場所にも整備し，一方の機器類が使用できなくなっても他の場所に整

備した機器により測定が可能な体制を整備することが必要と考えられる。 

 

③ 他機関との連携 

放射線・放射能の測定機器を備える機関は限られており，また，原子力に関す

る専門知識を有する職員も限られている。大規模な原子力災害が起きた場合は，

本県の組織だけでは対応が難しいことから，東北大学及び他の原子力発電所立地

道県の応援が得られるような体制も整備しておくことが必要と考えられる。 
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５ 自然環境教育施設等の災害対応 
 
（１）自然環境教育等施設関係 

① 県民の森，青少年の森（利府町） 

自主防災マニュアルにより，来園者に人身被害が無いことを確認し関係機関に

報告した。 

平成 23年３月 11 日から３月 20日まで現地調査を行い，中央記念館において本

館の亀裂，ガラスの破損，展示品の倒壊及び水道等の被害を，青少年の森関係施

設（もりの学び舎，森林学習館，展示館）においても同様の被害を確認した。 

また，周辺道路の損壊による中央記念館への通行不可能箇所も確認した。 

被災後は直ちに閉館措置とし，平成 24 年９月より復旧工事に着手，工事完成後

の平成 25 年３月に開園した。車両等の通行止め措置については，車道及び駐車場

の復旧が平成 24 年 11月に完了したことから同年 12 月に解除した。 

被害総額は約 70,000 千円。 

 
 

  
 
② 昭和万葉の森（大衡村） 

自主防災マニュアルにより，来園者に人身被害が無いことを確認し関係機関に

報告した。 

平成 23年３月 11 日から３月 15日にかけて施設の被害状況を確認し，万葉の館

の内外壁に一部剥離等の被害を確認した。 

被害は軽微であったことから，利用に供しながら平成 24年１月より復旧工事に

連絡道路の崩落状況 

展示パネルの倒壊状況 

復旧が完成した駐車場 

正面玄関のガラス破損状況 
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着手し，平成 24 年３月に完了した。 

被害総額は約 1,000 千円。 

 

 

③ 蔵王野鳥の森自然観察センター（蔵王町） 

自主防災マニュアルにより，来園者に人身被害が無いことを確認し関係機関に

報告した。 

平成 23 年３月 11 日から３月 17日にかけて施設の被害状況を確認し，展示物の

落下等のほか木造小屋組部分の一部で破損を確認した。 

被害は軽微であったが，施設の安全確認のため３月中は閉館措置とし，４月１

日から利用を再開した。破損の補修は平成 23 年８月 31日に完了した。 

被害総額は約 200 千円。 

 

④ こもれびの森森林科学館（栗原市） 

自主防災マニュアルにより，来園者に人身被害が無いことを確認し関係機関に

報告した。 

平成 23年３月 11 日から３月 20日にかけて施設の被害状況を確認し，森林科学

館の内外壁に一部亀裂等の被害を確認した。 

被害は軽微であったことから，利用に供しながら平成 24年１月より復旧工事に

着手し，平成 24 年４月に完了した。 

被害総額は約 600 千円。 

 

 

 

「万葉の館」天井照明の破損状況 内壁の剥離の状況 

森林科学館補修状況 補修完了状況 
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⑤ 伊豆沼・内沼サンクチュアリーセンター（栗原市） 

自主防災マニュアルにより，来園者に人身被害が無いことを確認し関係機関に

報告した。 

平成 23年３月 11日から３月 15日にかけて屋内外の施設の被害調査を行った結

果，２階展望用大型ガラスの破損２枚，ホール天井の照明機器の破損，敷地内歩

道の損壊を確認した。 

被災後は閉館措置とし，応急措置後の平成 23 年３月 23 日から１階展示コーナ

ーのみの利用を再開したが，４月７日の余震により新たに２階展望用大型ガラス

４枚の破損が生じた。 

再度閉館措置とし，応急措置を施した後の５月１日から１階展示コーナーのみ

利用を再開した。 

平成 23年７月４日から復旧工事に着手し，工事完了後の平成 23 年 10月１日か

ら全館の利用を再開した。 

被害総額は約 13,000 千円 

 

 

⑥ クレー射撃場（村田町） 

自主防災マニュアルにより，施設利用者に人身被害が無いことを確認し関係機

関に報告した。 

被災後は直ちに利用中止とし，平成 23 年３月 17 日にかけて現地調査を行った

結果，管理棟内の空調施設及び水道施設に破損が確認されたほか，射撃用クレー

およそ 3,000枚の破損を確認した。また，駐車場に陥没等の地すべりを確認した。 

平成 23 年４月２日から猟友会会員等により上下水道の応急措置を行い，４月６

日から利用を再開した。しかし，陥没した駐車場は当面閉鎖措置とした。 

平成 23 年 10 月 28 日から管理棟及び水道の復旧工事を実施し，平成 24 年１月

16 日に完了した。 

駐車場等の復旧については，平成 25 年７月に工事完了見込みである。 

被害総額は約 27,000 千円。 

展望用ガラス破損状況 ガラス落下状況 
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（２）海岸林関係 

① 仙台湾海浜県自然環境保全地域（仙台市，名取市，岩沼市，亘理町，山元町） 

平成 23年５月以降，仙台市から山元町までの海岸部の被害状況を調査した。 

結果，保全対象としていたクロマツ林及び海浜植物に大きな被害が確認され，

渡り鳥の飛来地であった干潟等の自然環境も大きく改変したことが確認された。 

改変した地形，生物（鳥類・底生生物），植生等の自然環境の状況を把握し，今

後の自然環境保全対策資料とするため，平成 24 年４月から学術調査（モニタリン

グ調査）を実施している。 

 

 

駐車場損壊状況 駐車場陥没状況詳細 

下水施設陥没破損状況 井戸水(上水)ポンプ破損状況 

河口に新たに出現した干潟（山元町） 
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② 蒲生干潟（仙台市） 

平成 23年４月４日の現地調査では，津波で地形は改変し干潟は消滅状態となり，

導流堤等の整備施設についても損壊・埋没等の被害を受けた。 

その後，毎月１回程度定期的な現地確認を行っていたところ，夏にかけて干潟

海側に砂が堆積し一時的に干潟が再生したことを確認したが，同時に隣接する七

北田川の河口が閉塞し，平成 23 年９月の台風 15 号通過後に干潟内に新たな河口

が出現した。 

平成 24年３月，土木部において震災前の位置に七北田川の河口掘削を行ったと

ころ，干潟内に出現した河口は消滅し，現在では地形的には震災前に近い状態に

戻りつつある。 

過去の人為的な改変により損なわれた自然環境を取り戻すことを目的に，平成

19 年度から蒲生干潟自然再生事業により越波防止堤設置工事等や各種モニタリン

グ調査を実施してきたが，津波という自然災害により干潟自体が被災したため，

平成 23年度以降の事業を中止した。 

蒲生干潟を含む仙台湾海浜県自然環境保全地域において，今後の自然環境保全

対策資料とするため，平成 24 年４月から学術調査を実施している。 

 
 
 

倒壊したクロマツ海岸林（岩沼市） 

－ 104 －
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